12月19日第97回労働政策審議会労働条件分科会審議会傍聴記録（文責伊藤）
＊記録については、メモに基づくもので、正確ではありません。厚生労働省の議事録が公開されていないので、いち早く皆様にお知らせするために入力しました。
名前が、分からないところは、単に使用者委員、労働者委員にしてあります。

論点整理について議論　（傍聴できなかったので略）
休憩後　議事再開
事務局　報告案について資料配布
有期労働契約の在り方について（報告）（案）読み上げ　
岩村正彦公益代表（東大）　報告案について議論を進めていきます。
1から7までの順に意見を伺いたい
１の有期労働契約の締結への対応について
新谷信幸労働者代表（連合総合労働局長）：こちらの意見を踏まえて書いていただけた内容について理解をします。
使用者委員：新谷委員の発言の意見がわからない
事務局：措置を講ずるにはいたらなかった。
宮本礼一労働者代表（JAM副書記長）：労働側としては、原則は無期と考えている。有期雇用の上限は例外的になるということを入れると思っている。その趣旨からすると、労働者から申し入れがあった場合は例外的に有期契約を締結できるようにするという風にすることが妥当だと思う
新谷労働委員：（２、有期労働契約の長期にわたる反復・継続への対応について）今回の規制の導入によって、従来以上に紛争が起きてはならない、今回の仕組みだと労働者からの申請によってできるとなっているが、無期契約とみなすとして、その上に労働者の申し出によるとしたほうがいい。最初の力関係では使用者側の力が大きい。労働者の力が、抑制されたり事前に申し出ることが抑制されることが懸念される。様式について様式はないと思うので口頭での申し出に使用者が放置することで、言った言わないと紛争がおこった時に立証が困難になるのではないかと思う。どのように定めていくか重要になると思う。紛争回避について書面にして保管するとなる。いったん無期として、労働者の申請による方が紛争回避できる。
事務局；２の労働者の申し出によりというところは、労働者の申し出により無期にできる、申し出がない場合は、しなくてもいい。契約の自由がある中で、一方的に無期にできないという趣旨で書かせてもらった。
田中恭代使用者代表（旭化成）：事務局に問い合わせたい。他の法律との関係　60歳以上の雇用、有期契約の更新になっている、前回の説明との整合性、派遣社員との関係複数との派遣元との関係について、今の法制化がされれば、派遣元にも関係してくるとも思うが、その辺の整合性スケジュール的に、どのように考えているのか、派遣会社、有期労働者について大きな問題になる。
事務局：60歳以上との2番の関係。2番について年齢によって除外したりすることを念頭に置いていない。労働契約での有期労働契約のルールなので労働形態との違いで考えていない。派遣元と派遣労働者との関係についても適用されることを前提に考えている。
田中使用者委員：次期通常国会で、かなり影響受けるのでないか。そもそも、2番は乱用抑制で議論してきた。特に高齢者の問題は、ちょっと違うのではないか、高齢者の雇用の幅を狭めることにならないか、全部を包括することに違和感を感ずる
新谷労働委員：労働者の申し出によって転換　事務局は、労働者の意思を介在するというのは、どちらも、意思を介在すると思うが、無期とみなしてからは何故だめなのか回答いただいていない
事務局；２について　使用者と労働者で有期契約が結ばれている、それを無期にすることなので、契約自由の例外ということになる。紛争防止については、申し出手続きの問題。申し出たかどうかの記録の問題。意思表示の手続きを絡ませる限り、問題ある、手続きについて明確化し紛争防止になるようにしたい
宮地知英使用者代表（大丸松坂屋）　高齢雇用と有期の問題について、４　期間の定めを理由とする不合理な処遇の解消と合わせて同じと考えたらよいか
事務局　60歳までの処遇と絡めて、低い処遇となっているのは、一般化されており、相当なものとなっている。一般的には合理的なものと考えられる。
ただし、合理的なものではないというものも考えられるが、社会的に相当なものといえるようになって、この法律が制定しても、変わらない。従前が有期であった人が、60歳以降も変れるかは、個々の問題。今回の場合は、期間の定めを理由とするかを不合理とするかを問題にしている。
池田使用者代表（東運レジﾔー株）：　前段文雇い止めの不安　処遇不安が多くと書かれているが、現状に満足しているのに多くでいいのか、非正規雇用、どの部分が増大しているのか明確にされないと一言で、こういうことでいいのか疑問を感じる、労使対等な立場で契約するのが大原則。労働者の申し出だけで、一方的に労働者の申し出だけで無期にしていいんですか、双方が対等な立場で、無期にするか、有期にするかやらないと不公平感がある法律になる
岩村公益：前文の部分最後にしたかったのですが　最後に事務局に答えてもらいたい
伊丹一成使用者代表（新日本製鉄）：　２の考え方として、有期は例外的だと読み込まれるようなものは抵抗がある、有期は、いいものもある。
伊藤聡使用者代表（ユニー株）；雇用不安の大きな、派遣も含めて、本来なら、個別に議論すべきで一律に議論すべきでない。更新何回で、すべて無期とされるのではないか。新しい紛争が増えてくる・勤続年数で雇用考える。例として店が閉店されるなどの時、考え方聞きたい。
事務局　更新何回、何年を持って終了と、有期の中で決める、現在決めていない。
それを超えて、無期になる場合と終了する場合ある、どういう風に終了させるのか、労働者の側の理由か、使用者からするのか、よく議論していかないといけない。
輪島忍使用者代表（経団連）：質問だけ、宮地委員が言った件で、2に書いている。労働条件を従前とするということは最終のものなのか、利用可能な期間全体をさしているのか、派遣社員だと派遣先の労働条件を従前の労働条件とするのか、なんのコピーをもってくるのか
事務局：カッコ書きについて、労働契約期間を有期とするということで、上限到達前に何回労働契約しているのか、派遣の場合は、いろんなところに派遣をされている。
有期から無期に変わるときに、労働条件をどうするのかは、直前の労働条件で、考えるのか、労使の間で事前に話し合っておくこと重要
新谷労働委員：労働者の申し出という言葉、これは、法律的には意思表示にあたるのか、申し出した時の法律的な効果をもう少し詳しく見たほうがいいかなと思う。期間の定めに関することについて、期間について契約していたものが、期間の部分が変えるのに、労使の合意があったとするのか、労働者の申し出にたいして使用者が承諾したとするのか、もう少し教えてほしい。申し出は、牽制的な効果がある。申し出したとき、拒絶した時は、解雇権乱用法理が適用されるのか、確認したい。申し出る権利が生じているとき、本人は知らなかった場合に雇い止めされて、申し出の期間が過ぎたとき、どのような取りあつかいになるのか、いつまで申し立てできるのかよくわからない
事務局：その辺は、制度を作るということが了解いただいた後に、考えていきたい。今の
ところ、考えていることは、申し出につては、有期契約期間過ぎた場合に申し出ることができる使用者にできる。期間の定めのない契約をする意思表示。使用者との間で無期の契約が成立する、その時期については、終了時点で、無期の契約が成立する。牽制的な効果なので、事業者の意思を得ずに、無期になるので、無期の契約を終了される場合は労働契約法に基づいて、要件が必要、本人が知らない場合についてですが、同じ人が権利の存在を知らないようなことを避けることが必要だと思う。雇い止め予告の場合の違反にならない仕組みが必要。一定年数を超えた後の、雇用存続期間中に申し出ることができるとするなど、検討するべきと考える
新谷労働委員：懸念について、乗り越えていく必要がある
輪島使用者委員：意見ですが、ご了解した後に詳細を示すのは、つらいので詳細を示して議論をしてほしい。
事務局　終了までが申出期間
新谷労働委員：利用可能期間がX年と書かれているが、ここが何年か問題になる。
我が国において初めてである。労働基準法、原則3年は、定着した。上限規制の参考になる。副作用がどうでてくるのか、わからないこともあるので、就業構造に大きな影響を与えると思うので、3年となっているが必要な措置を講じることとセットで考えて欲しい。
池田使用者委員・反復更新された場合、更新された後に申し出するのか、有期の期間が終わってされた場合、有期なのか、無期なのか、さかのぼって申し出るのか
事務局：1回だけ有期を申し出てはこのルールは適用しない、複数回数で、複数年数
の場合を前提としている。
岩村公益：上限年数を超えて、申し出たとき、さかのぼることができるのか
事務局：有期の契約が終わった時点から無期契約になると考えている
工藤智司労働者代表（日本基幹産業労組）クーリング期間を設定するという考え方、どのような期間として考えるのか定義のところ確認させてほしい。
数字の記号があるがPは、年なのか、Xは、年になっている、考え方
事務局：クーリング期間、一定年数を超えていても、無期にならないで終了し、再度契約をする場合は、どの程度の期間が空いていれば、有期の契約が結べるかその長さをYで表している、年単位か、月単位か、期間を示している。Xは、年、
労働委員　雇用保険の悪用がないように考慮すべき。
使用者委員：無期でも見直しができるのか、定年というのが出てくるが、従前の労働条件と異なる、ふつう解雇、正社員と就業規則は当該労使で話し合えばよいのか。
事務局：それぞれの労働契約になるわけですが、無期に転換になる場合は、その都度
就業規則で、示して、無期になった時に定年あるのかないのか、就業規則で示していただくことになる。労働条件。雇用管理が異なれば、同じにならない。
荒木尚志公益代表：今回、転換　従前と同様にする、従前と変わらないと推定する。定年制が就業規則で定めてあれば、それは適用される
使用者委員：60歳定年にした方が、3回契約更新して、無期になるということは、もう1回無期になるということか、60歳以降の定年は、別途就業規則さだめるのか
事務局：定年を事前に適用する場合と、正社員のみ定めている場合などある。無期の場合を60歳定年にしてあって、60代以降、有期契約結ぶと
岩村公益：有期を無期になるのは、定年後
新谷労働側委員：荒木先生の説明よくわからない。転換の仕組みですが、それ以外の労働条件、それ以外の場合で、無期になって、労働条件下がった場合は、無期になるとき、労働条件下げることがないか心配になることどう考えるのか
荒木公益：現行法では、有期契約が転換するのは、現行法でないので難しい。労働条件の引き下げは同意しなかった場合、就業規則によることになり、それが不合理であれば不利益になる。
岩村公益：３の「雇い止め法理」法定化について
労働委員：不合理なものと認められる場合でなければならない、立証責任について誰がなるのか確認したい。労働側に証明責任求められても難しいと思う
合理性の欠如の証明、立証困難になる、企業が資料を持たれている、労働側が不合理性証明困難　文書表現を合理性を欠くものであってはならないと表現を変えてほしい
事務局：一般的に、立証については、不合理なことをしたがわがしなければならない
輪島使用者委員：今日配られた資料と前の微妙に違う気がする。人材活用の仕組みの観点で引用するのか　言葉の使い方同じか
事務局：同じです。期間の定めを理由とする不合理なものとするとさせた。有利に取り扱っている場合は、禁止の対象にならない。不利益なと違わない・
8条、職務の内容や配置の内容、パート法8条に、書かれている、パート法の要素を考慮しながら判断する形になっている。
中島裕子労働者代表（全日本自動車産業労組）：あってはならない、民事的条件なのか、努力義務に読める。不合理と認められたときどうなるのか、無効な時、どうなるのか、使用者が損害賠償義務負うのか
事務局：認められなければならない　特許法などあり、民事効力あること前提になっている。たとえば通勤手当、有期に支払わないなどあれば支払ってもらうことになる
それでも解決しない場合は、損害賠償などあると思う
山川隆一公益代表（慶応大学）：不合理な議論在りましたが、差別的な規範的な概念として使われるのか、裁判で規範的なものとは解釈になるが、不合理というのは、規範的概念か
事務局：規範的概念であり、具体的に明示させていく
岩村公益：５契約更新の判断基準　６　1回の契約期間の上限等、よろしいですか、その他はどうですか
（意見なし）、最初に戻りまして
池田使用者委員；雇い止めの不安、増大している、具体的な数字どうなのか
事務局：非正規労働者の増大は事実　半数が満足で、半数が不満、満足されている人がどうこうではなく、不安・不満がある人を具体的にとらえながら議論してきた、半分が多いか少ないのではなくて、様々な不安。不安があるとつかわせてもらっている
田中使用者：前回、今後いくつか、議論の点、2番、適用除外があった
適用除外について、適用するかいなか、外れている理由は
事務局：適用除外を示さない方向、論点から具体的ないので示さない
次回、12月26日　14時から１７F　専用21会議室
